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第 6 回 アジア主要国の新型コロナウィルス感染症の感染状況 

 

4 月 17 日付けコラムで、新型コロナウィルス感染症のアジアの感染状況や今

回の全世界的な蔓延（パンデミック）がアジア経済に及ぼす影響について記した

が、今回はその後のアジア主要国の感染拡大の状況について見てみたい。 

 

4 月 15 日と 23 日の時点での各国の感染者と死者数の比較が表 1（P.4）であ

る。この表からは幾つかの事実が指摘できる。 

➀50％以上の感染者の増加は日本（50.6％）、シンガポール（211.8%）、インド

ネシア（53.3%）、インド（86.0%）である。シンガポールの増加が際立ってい

るが、これは同国で働いている外国人労働者の寮で大量の感染者が発生して

いる事にある。シンガポール市民については同国の厳しい行動制限等により

抑制されている。 

②10％以上の増加はフィリピン（28.5％）とマレーシア（10.9％）の 2 か国でそ

れ以外の国は 10％以下にとどまっている。台湾が 8.4％、タイが 8.2％で韓国

1.2％、ベトナムは 1％以下で基本的に収束が実現している。ベトナムは 24 日

に外出制限も撤廃した。 

③一方、死者については日本の増加ぶりが突出していて 96.5％とほぼ 2 倍、次

いでインドの 73.3％増、インドネシアの 38.3％増、フィリピンの 33.1％増、

となっている。タイ（19.5％）、マレーシア（13.4％）は 10％を超えているが

累計の死者は未だ 2 ケタに抑えている。 

なお、中国が 38.6%増えているが、これは発生源の武漢市の死者数を最近にな

って 1,290 人増やした（データ収集の混乱等で）ためである。 

なお、ベトナムは依然ゼロである。 

また、インドネシアの死者数が実際より大幅に少なく発表されているのでは、

との疑惑も報じられている。肺炎が死因でもコロナウィルス感染症が真因では

ないか、陽性判定前の死者はカウントしていないのではないかとの疑惑で実数

は発表の倍とも言われている。 

 

日本では依然拡大が抑止できておらず、4 月 7 日に「緊急事態宣言」が 7 都府

県に発出され、その後 16 日にはこれが全国に適用された。 

アジア各国の状況を見ると比較的感染拡大が抑えられているのは中国、韓国、

台湾、ベトナムで、これは人の移動をいち早く止めたり、感染検査を大々的に行

い、濃厚接触者を徹底的に、時には強権をもって封じ込めた事が奏功していると

思われる。 
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各国では外出制限、人と人との接触を削減する事が強力に求められ、また「３

密」になりやすい飲食店の店内での飲食が禁じられたりしているため、家庭内で

の飲食が増えている。このため、飲食物のデリバリーの増加に伴って、家庭から

排出されるプラスチックごみの量が急増している等の波及的問題も目立ち始め

ている。タイでは、感染の拡大防止の観点から食べ残しごみや使用済みマスクの

分別廃棄を国民に求めている。 

 

いずれにせよ、この拡大は全世界に広がっていて、従来からの国際協力の枠組

み、例えば G7、G20 等で様々な協力が合意されている。 

アジアでも ASEAN や ASEAN＋3 の枠組みでテレビ会議形式での協力が合

意されている。 

さる 14 日にはその ASEAN+3 で以下の合意が成された。 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に関する ASEAN＋3（日中韓）特別サ

ミットがテレビ会議形式で開催された。リム・ジョク・ホイ ASEAN事務総長や

テドロス・アダノム WHO（世界保健機関）事務局長が出席し、各国内の経済状

況や地域における感染拡大防止策について議論が交わされ、共同声明が採択さ

れた。同声明の概要は以下のとおり。 

 各国が行う COVID-19対策や現地情報に関して自由、迅速、透明な形で

情報交換を行うのみならず、同地域でのパンデミックに対する早期警戒

システムを強化する。具体的には、治療法、ベストプラクティスの共

有、感染拡大の防止・封じ込めに向けた相互的な技術的協力の拡大など

を行う。 

 医療従事者や最前線で働く人々の保護や医療機器・検査キットなどの供

給を行い、各国・地域レベルでパンデミックへの対応能力を強化する。 

 ASEAN防災人道支援調整センター（AHAセンター）が管理する倉庫など

既存施設の活用を推進し、緊急のニーズに迅速に対応できるよう、医療

機器などの備蓄を行うことを検討する。 

 既存の「ASEAN COVID-19対策基金」で、パンデミックの封じ込めや国民

の生命を守るための資金を確保する。 

 政府方針、公衆衛生、安全情報の迅速な情報更新、誤報やフェイクニュ

ースの明確化、差別・偏見を無くすべく努力などを複数のメディア形態

を活用して行い、効果的な情報発信への取り組みを強化する。 

 貿易や投資に関して開かれた市場であり続けるべく取り組むことを再確

認する。地域の物流網の円滑で継続的な運営により、食料、日用品、

薬・医療品などの必需品のサプライチェーンの弾力性と持続可能性を強

https://asean.org/storage/2020/04/Final-Joint-Statement-of-the-Special-APT-Summit-on-COVID-19.pdf
https://ahacentre.org/
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化する。なお公衆衛生上必要と思われる措置が貿易障壁や地域のサプラ

イチェーンの混乱を生み出してはならず、WTOルールと整合的でなくて

はならない。 

 予防的かつ協調的な方法で地域経済の安定性と強靭性を改善し、市場の

信頼を高めるために適切な手段を講じる。経済支援策を通して、COVID-

19に経済的影響を受けた事業者、特に中小・零細企業などへの支援を行

う。 

 テクノロジーやデジタル貿易を活用することで、中小・零細企業の操業

の維持を実現する。                            
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表 1 

 

 


